
（１）タイムスタンプ要件及び検索要件についての要件緩和
タイムスタンプの付与期間及び検索要件に係る検索項目についてスキャナ保存の（２） ①④

と同趣旨の改正が行われたほか、基準期間(注)の売上高が1,000万円以下の小規模な事業者に

ついて、税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応じることが

できるようにしている場合には、検索要件の全てが不要とされました。

（２）適正な保存を担保する措置

■ 電子取引の保存要件（下線が今回の改正箇所）

監修：公認会計士・税理士  新名貴則　　企画・制作：株式会社  清文社

電子取引の保存　　 はどう変わったの？5

（国税庁パンフレットを一部加工）

●本冊子の内容は、令和3年10月1日現在の法令等に基づいています。

8

➡ 令和４年１月１日以後行う電子取引について適用

(注)　「基準期間」とは、個人事業者については電子取引が行われた日の属する年の前々年（１月～ 12月）をいい、法人に
ついては電子取引が行われた日の属する事業年度の前々事業年度をいいます。

①

②

申告所得税及び法人税における電子取引の取引情報に係る電磁的記録について、その電磁的記録の出力
書面等の保存をもってその電磁的記録の保存に代えることができる措置は、廃止されました。なお、消費
税における電子取引の取引情報等に係る電磁的記録については、引き続き出力書面による保存が可能です。   
 ➡ 令和４年１月１日以後行う電子取引について適用

以下の措置のいずれかを行うこと
①　タイムスタンプが付された後、 取引情報の授受を行う
②　取引情報の授受後、 速やかに（又はその業務の処理に係る通常の期間を経過した後、速やかに）タイ

ムスタンプを付すとともに、 保存を行う者又は監督者に関する情報を確認できるようにしておく
③　記録事項の訂正・削除を行った場合に、 これらの事実及び内容を確認できるシステム又は記録事項の

訂正 · 削除を行うことができないシステムで取引情報の授受及び保存を行う
④　正当な理由がない訂正 · 削除の防止に関する事務処理規程を定め､その規程に沿った運用を行う

保存場所に、 電子計算機（パソコン等）、 プログラム、 ディスプレイ、 プリンタ及びこれらの操作マニュアル
を備え付け、 画面 · 書面に整然とした形式及び明瞭な状態で速やかに出力できるようにしておくこと
電子計算機処理システムの概要書を備え付けること

電子取引の取引情報に係る電磁的記録に関して、隠蔽し、又は仮装された事実があった場合には、その事
実に関し生じた申告漏れ等に課される重加算税が 10％加重される措置が整備されました。
 ➡ 令和４年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用

検索機能※を確保すること
※　帳簿の検索要件①～③に相当する要件（ダウンロードの求めに応じることができるようにしている場合には、②③不要）
　保存義務者が小規模な事業者でダウンロードの求めに応じることができるようにしている場合には、 検索機能不要

真
実
性
の
要
件

可
視
性
の
要
件

区分③

令和４年１月施行

改正電子帳簿
保存法

1
2
3
4
5

電子帳簿保存法ってどんなもの？
なぜ改正されたの？
電子帳簿等保存はどう変わったの？
スキャナ保存はどう変わったの？
電子取引の保存はどう変わったの？

………………………
……………………………………

……………………
………………………

……………………

2

3

4

6

8

なにが
どう変わる︖



電子帳簿保存法（電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関

する法律）は、税法で原則として紙での保存が義務づけられている帳簿書類について、一定の

要件を満たした上で電磁的記録（電子データ）による保存を可能とすることや、電子的に授受

した取引情報の保存義務等を定めた法律です。

電子帳簿保存法上、電子データによる帳簿や書類の保存は、大きく３種類に区分されていま

す（下図参照）。

■ 電子帳簿保存法上の区分（イメージ）

　区分①　は、会計ソフト等で電子的に作成した帳簿書類については、一定の要件の下で、電

子データ等による保存が認められるというものです。

　区分②　は、取引の相手先から受け取った請求書等及び自己が作成したこれらの写し等の書

類（決算関係書類を除きます。）について、書面による保存に代えて、一定の要件の下で、ス

キャン文書による保存が認められるというものです。

　区分③　は、所得税（源泉徴収に係る所得税を除きます。）及び法人税の保存義務者が電子

取引を行った場合には、電子取引により授受した取引情報（注文書、領収書等に通常記載され

る事項）を電子データにより保存しなければならないというものです。

■ 帳簿書類等の保存方法の全体像

経済社会のデジタル化を踏まえ、経理の電子化による生産性の向上、記帳水準の向上等に資

するため、令和３年度税制改正において、電子帳簿保存法の改正が行われました（令和４年１

月１日施行）。この改正により、帳簿書類を電子的に保存する際の手続等について、抜本的な

見直しが行われました。具体的な改正内容は、次ページ以降の　～　をご覧ください。

■ インボイスと電子帳簿保存法との関係

令和５年10月1日から消費税のインボイス制度が始まります。インボイス制度導入後、仕入税額
控除を行うためには、受領したインボイス（適格請求書）の保存が必要となります。書面で受領し
たインボイスは、そのまま保存するかスキャンした電子データで保存します。電子データで保存す
る場合、電子帳簿保存法の要件を満たす必要があります。一方、電子インボイスを受領した場合は、
オリジナルの電子データで保存するか一定の出力書面で保存します。電子取引の取引情報であって
も、消費税法上は、出力書面での保存が可能であり、これを保存することで仕入税額控除ができます。

電子取引の保存（区分③）はどう変わったの？

電子帳簿保存法ってどんなもの？1

なぜ改正されたの？2

3 5

電子帳簿等保存
電子的に作成した帳簿・
書類をデータのまま保存

スキャナ保存
紙で受領・作成した書類を
画像データで保存

電子取引
電子的に授受した取引情報を

データで保存

（会計ソフト等で）
電子的に作成した帳簿

電子的に作成した
国税関係書類

スキャン・読み取り
受 領

ネット上からダウンロード

（電子メール等で）授受

（国税庁パンフレットを一部加工）

（国税庁Q&Aを一部加工）

〈法…電子帳簿保存法〉

取引先 自社

【種類】 【作成方法】 【保存方法】

帳簿
仕訳帳
現金出納帳
売掛金元帳
固定資産台帳
売上帳
仕入帳　など

棚卸表
貸借対照表
損益計算書
注文書
契約書
領収書　など

オリジナルの
紙

出力した
紙

※取引情報の授受を電磁的方法により行う取引をいう。

受
領

発
行（
控
）

【
法
4
条（
5
条
）に
よ
る
保
存
】

【
法
7
条
に
よ
る
保
存
】

オリジナルの
紙

出力した
紙

オリジナルの
電子データ
（法4②）

オリジナルの
電子データ
（法4①）

スキャンした
電子データ

（法4③前段）

オリジナルの電子データ（法7）
（注）一定の保存要件等有

COM
（電子計算機出力
マイクロフィルム）

（法5①）

COM
（電子計算機出力
マイクロフィルム）

（法5②）

or

or

or

or

or

電子取引※の取引情報（取引に関して受領し、又
は交付する注文書、契約書、送り状、領収書、見積書
その他これらに準ずる書類に通常記載される事項）

自己が最初から一貫して
コンピュータで作成

その他
（手書きで作成など）

自己が一貫して
コンピュータで作成

その他

書類

（注）一定の保存要件等有

取引情報

32

区分①

区分①

区分②

区分③



電子帳簿保存法（電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関

する法律）は、税法で原則として紙での保存が義務づけられている帳簿書類について、一定の

要件を満たした上で電磁的記録（電子データ）による保存を可能とすることや、電子的に授受

した取引情報の保存義務等を定めた法律です。

電子帳簿保存法上、電子データによる帳簿や書類の保存は、大きく３種類に区分されていま

す（下図参照）。

■ 電子帳簿保存法上の区分（イメージ）

　区分①　は、会計ソフト等で電子的に作成した帳簿書類については、一定の要件の下で、電

子データ等による保存が認められるというものです。

　区分②　は、取引の相手先から受け取った請求書等及び自己が作成したこれらの写し等の書

類（決算関係書類を除きます。）について、書面による保存に代えて、一定の要件の下で、ス

キャン文書による保存が認められるというものです。

　区分③　は、所得税（源泉徴収に係る所得税を除きます。）及び法人税の保存義務者が電子

取引を行った場合には、電子取引により授受した取引情報（注文書、領収書等に通常記載され

る事項）を電子データにより保存しなければならないというものです。

■ 帳簿書類等の保存方法の全体像

経済社会のデジタル化を踏まえ、経理の電子化による生産性の向上、記帳水準の向上等に資

するため、令和３年度税制改正において、電子帳簿保存法の改正が行われました（令和４年１

月１日施行）。この改正により、帳簿書類を電子的に保存する際の手続等について、抜本的な

見直しが行われました。具体的な改正内容は、次ページ以降の　～　をご覧ください。

■ インボイスと電子帳簿保存法との関係

令和５年10月1日から消費税のインボイス制度が始まります。インボイス制度導入後、仕入税額
控除を行うためには、受領したインボイス（適格請求書）の保存が必要となります。書面で受領し
たインボイスは、そのまま保存するかスキャンした電子データで保存します。電子データで保存す
る場合、電子帳簿保存法の要件を満たす必要があります。一方、電子インボイスを受領した場合は、
オリジナルの電子データで保存するか一定の出力書面で保存します。電子取引の取引情報であって
も、消費税法上は、出力書面での保存が可能であり、これを保存することで仕入税額控除ができます。

電子取引の保存（区分③）はどう変わったの？
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（注）　棚卸表、貸借対照表など決算関係書類は、スキャナ保存対象外。



■ 電子帳簿の保存要件の概要

■ 過少申告加算税の５％軽減などの適用を受けるための手続

（１）税務署長の事前承認制度の廃止
これまで、電子的に作成した国税関係帳簿を電磁的記録により保存する場合には、事前に税

務署長の承認が必要でしたが、事業者の事務負担を軽減するため、事前承認は不要とされまし

た（国税関係書類についても同様）。

（２）優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置の整備
一定の国税関係帳簿(注１)について優良な電子帳簿の要件(注２)を満たして電磁的記録による備

付け及び保存を行い、本措置の適用を受ける旨等を記載した届出書をあらかじめ所轄税務署長

に提出している保存義務者について、その国税関係帳簿（優良な電子帳簿）に記録された事項

に関し申告漏れがあった場合には、その申告漏れに課される過少申告加算税が５％軽減される

措置が整備されました（申告漏れについて隠蔽・仮装された事実がある場合には、本措置の適

用はありません。）。

（３）最低限の要件を満たす電子帳簿についても電磁的記録による保存等が可能に
最低限の要件を満たす電子帳簿についても電磁的記録による保存等が可能になりました。正

規の簿記の原則（一般的には複式簿記）に従って記録されるものに限られます。他の要件につ

いては、「電子帳簿の保存要件の概要」（次ページ）の“その他”の要件をご確認ください。

新たに、対象の帳簿について電子保存を行う場合、過少申告加算税の５％軽減や所得税の青色申
告特別控除（65万円）の適用を受けるためには、それらの適用を受けようとする課税期間に係る
法定申告期限までに、所轄の税務署長宛に、本措置の適用を受ける旨等を記載した届出書を提出す
る必要があります。

電子帳簿等保存　　 はどう変わったの？3

54

(注１)　一定の国税関係帳簿とは、所得税法・法人税法に基づき青色申告者（青色申告法人）が保存しなければならないこ
ととされる総勘定元帳、仕訳帳その他必要な帳簿（売掛帳や固定資産台帳等）又は消費税法に基づき事業者が保存し
なければならないこととされている帳簿をいいます。

(注２)　「電子帳簿の保存要件の概要」（次ページ）の“優良”の要件をご確認ください。

➡ 令和４年１月１日以後に備付けを開始する国税関係帳簿又は保存を行う国税関係書類について適用

➡ 令和４年１月１日以後に法定申告期限が到来する国税について適用

➡ 令和４年１月１日以後に備付けを開始する国税関係帳簿について適用

保 存 要 件 概 要
改正前 改正後

その他優良

記録事項の訂正・削除を行った場合には、 これらの事実及び内容を確認できる電子
計算機処理システムを使用すること

通常の業務処理期間を経過した後に入力を行った場合には、 その事実を確認できる
電子計算機処理システムを使用すること

電子化した帳簿の記録事項とその帳簿に関連する他の帳簿の記録事項との間にお
いて、相互にその関連性を確認できること

システム関係書類等 ( システム概要書、 システム仕様書、操作説明書、事務処理
マニュアル等 ) を備え付けること

保存場所に、電子計算機 ( パソコン等 )、プログラム、ディスプレイ、プリンタ及
びこれらの操作マニュアルを備え付け、画面・書面に整然とした形式及び明瞭な状
態で速やかに出力できるようにしておくこと

取引年月日、勘定科目、取引金額その他のその帳薄の種類に応じた主
要な記録項目により検索できること
》》改正後、記録項目は取引年月日、取引金額、 取引先に限定

日付又は金額の範囲指定により検索できること

二つ以上の任意の記録項目を組み合わせた条件により検索できること

税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応じること
ができるようにしていること

検
索
要
件

※1　保存義務者が、税務職員による質問検査権に基づく電磁的記録のダウンロードの求めに応じることができるようにし
ている場合には、検索要件のうち②③の要件が不要となります(後述のスキャナ保存及び電子取引についても同様です。）。

※2　“優良”の要件を全て満たしているときは不要となります。
(参考)　優良な電子帳薄の要件を満たして対象帳薄の備付け及び保存を行い、前ページ（2）の届出書の提出がある場合には、

所得税の青色申告特別控除(65万円)が適用できます。
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